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1. 研究背景と目的 
自然災害が多い我が国では，災害発生時に事業の継続性

を高める方策である事業継続計画(Business Continuity Plan: 
以下，BCP)の策定の重要性が高まっている．特に病院では，

災害時に人命を救う必要があるため，BCP の策定は重要で

ある．しかし，内閣府[1]の調査によると，8 割以上の病院

では BCP を策定できていない．これを受け厚生労働省[2]
は，災害時の医療救護活動で中心的な役割を担う災害拠点

病院において，BCP の策定を義務化した． 
病院では，通常業務の継続だけでなく，災害により増大

する医療のニーズに対処しなければならない．したがって，

新たなニーズに対処する業務が必要となる．さらに，地域

で連携して災害に対処するため，外部からの応援を受ける

こともある．しかし，このような病院の特徴を考慮した

BCP の策定方法は明らかでない． 
BCP には様々な要素が含まれるが，本研究では，災害時

の業務手順を確立することに重点を置く．そして，医療従

事者が BCP を策定し，災害時に業務が実施できるように，

病院における BCP の策定方法の提案を目的とする． 

2. 従来研究と本研究のアプローチ 
2.1. 従来研究 

BCP の要求事項を規定した国際的な規格として，ISO 
22301[3]がある．この規格では，文書化すべき項目として，

組織の状況や事業継続方針，復旧手順などが定められてい

る．しかし，規格の性質上，汎用性を保つため，具体的な

記載項目や検討方法まで示されていない．そのため，全国

の病院で様々な BCP が策定されている． 
東京都福祉保健局[4]は，大規模地震発生時における災害

拠点病院の BCP を提案している．しかし，この提案では，

災害拠点病院で事業を継続するために必要な項目が試行

錯誤的に検討されている．したがって，どの項目が災害時

の病院の特徴を反映しているか明確でないため，この BCP
が効果的であるかどうかを判断できない． 

2.2. 本研究のアプローチ 
医療は他業種にない特徴があるので，それを考慮した

BCP を策定する必要がある．本研究では，災害時の病院の

特徴を検討し，それを BCP へ反映できるような工夫をする．

なお，最初から病院全体を対象に検討すると，部署間の連

携が複雑に絡み合ってしまう．そこでまずは，病院の部署

に対象を絞る． 
本研究では，以下のアプローチをとる．あらゆる業務は

What，When，Where，Who，How，Why の 5W1H を明確に

することで実施できる[5]．この考え方を基に災害時の場合，

5W1H それぞれで何を明らかにし，BCP へ記述すべきかを，

X 病院の薬剤部を例に検討する．薬剤部とした理由は，救

護所関連の業務など，災害時の病院の特徴である新たなニ

ーズへの対処を検討できるためである．ただし，Why はす

べて「業務の継続」となるため，残りの 4W1H を用いる． 
つぎに，明確にした 4W1H がどのような要素から成り立

っているかをあらためて分析し，それらを体系的に分類す

ることで，災害時に業務を実施するための要件としてまと

める．そして，整理した要件を基に，X 病院の薬剤部での

検討過程を整理することで，BCP の策定方法を提案する．

最後に，提案方法で策定した BCP と既存の BCP を比較す

ることで，提案方法の有用性を示す． 

3. BCP 策定時の検討事項の整理 
3.1. 災害時業務一覧の導出 

What では，災害時に何をすべきかを明らかにするため，

部署ごとの災害時業務一覧を導出することにした．ここで

は，網羅的に業務を導出するため，災害時業務をその性質

から，新規業務，中止業務，継続業務の 3 分類とした．さ

らに，病院全体を考慮して決められる業務を分けるため，

新規業務を部署間で共通な業務と，部署で特有な業務の 2
つに分類する．各業務の定義と導出方法を表 1 に示す． 

表 1．業務分類と業務の導出方法 

 
表 1 の導出方法に従うことで，災害時業務一覧を導出で

きる．X 病院の薬剤部では，災害時業務として 35 業務を導

出した．新規業務は「緊急点検報告書作成・本部一次報告」，

中止業務は「中止手順の実施」，継続業務は「入院患者へ

の調剤業務」などがある． 

3.2. 業務の実施順の検討 
When では，導出した業務をいつ実施すべきか検討する．

災害時には時間や人が制限されるため，実施できる業務の

数にも限りがある．そこでまず，災害時に業務を実施する

順番を検討する．薬剤部では，通常時に実施している「入

院患者への調剤業務」を実施したいが，まずは職員の安全

確保や災害対策本部への報告をしなければならない．以上

より，まず，業務をいつまでに実施すべきかについて，そ

の後，業務がどれだけ重要かを検討した． 

業務分類 定義 業務の導出方法

新規業務
災害発生後に，
新たに実施すべ
き業務

部署間で共通な業務は病院側で指
定し，部署で特有な業務は部署内
で検討する．

中止業務
通常業務の中
で，災害時に中止
すべき業務

通常時に実施している業務を洗い
出し，中止しても病院機能の維持へ
の影響が少ない業務を検討する．

継続業務
通常業務の中
で，災害時にも
実施すべき業務

通常時に実施している業務を洗い
出し，病院機能を維持するにあた
り，中止が困難な業務を検討する．



 

 

業務をいつまでに実施すべきか検討する際には，医療の

ニーズが変わるタイミングを考えることで，5 段階に実施

時期を分類した．つぎにその分類ごとに，業務の重要性を

検討し，生命維持に関わるかどうかを評価の観点として，

4 段階の優先順位をつけた． 
さらに，災害時の状況は被害の大きさで変わることから，

業務を実施する順番を定めても，その通りに実施できると

は限らない．そこで，種々の状況に対応するため，業務ご

とに実施条件の有無を検討した．以上の検討結果を基に，

災害時に確認できるよう整理した結果を表 2 に示す． 

表 2．実施業務確認表(一部) 

 
表 2 では What と When に加え，Who の「実施者」や，

次節で検討する How の「閲覧する文書」も対応付けた． 
表 2 は，次のように用いる．まず，実施時期や優先順位

を確認することで，災害時にすべき業務とその実施順を判

断する．つぎに，実施条件と実施者を確認することで，業

務の実施可否を判断する．そして，実施すると判断した業

務の文書を見ることで，業務の詳細な実施手順を確認する． 

3.3. 業務の実施手順の検討 
How では，業務をどのように実施すべきか検討する．業

務の実施手順については従来研究があるため，それを活用

する．磯崎[6]は，(1)作業手順書の作成を提案している．作

業手順書とは，ある業務について実施手順や注意事項を定

めた文書である．しかし，作業手順書だけでは災害時に業

務を実施できない場合がある．そこで，作業手順書以外に

必要な文書の書式を検討する． 
まず，緊急時には作業手順書を確認する余裕が無い場合

がある．そこで，発災直後の行動が簡潔に記載された，(2)
アクションカード(以下，AC)を用いる．さらに，災害時に

は情報が重要であるため，収集すべき情報をまとめておく

必要がある．そのため，負傷者や被災状況などの災害時に

取得すべき情報を整理できる，(3)帳票を活用する． 
以上より，本研究では 3 種の書式で業務の実施手順を表

現できると考え，医療従事者とともに，それぞれの書式の

記載内容を検討した． 
つぎに，業務と文書の書式の関係性を検討する．ここで

は，業務の特徴を整理することで，業務と文書の書式を対

応付けるための要求される機能を導出した．結果を図 1 に

示す．図 1 では，業務ごとに当てはまる機能を判断するこ

とで，作成すべき文書を決定できる．なお，複数の機能に

当てはまった場合，複数の文書を作成する．ただし，AC
と作業手順書の両方の機能が当てはまった場合，緊急時に

は実施手順を確認する余裕がないと考えられるため，AC
のみを作成する． 

 
図 1．作成する文書を決定するためのツール(一部) 

図 1 を用いて，業務ごとに適切な(1)～(3)の書式を用いる

ことで，検討した業務の実施手順を文書に表現できる．X
病院の薬剤部では，薬剤部の業務一覧に対し機能を判断す

ることで，のべ 16 文書を作成すると決定した． 
そして，(1)～(3)の書式を用いて医療従事者とともに，薬

剤部における BCP を策定した．(1)「入院患者への調剤業

務」を図 2 に，(2)「中止手順の実施」を図 3 に，(3)「緊急

点検報告書・本部一次報告」を図 4 に示す． 

 
図 2．「入院患者への調剤業務」の作業手順書(一部) 

作業手順書では，作業基準やフローチャートなどを記載

内容とした．特にフローチャートでは，通常時の実施手順

の上に取り消し線を書き，災害時の実施手順を赤字で示し

た．これにより，通常時の業務の流れを残しつつ，災害時

のみの実施手順を確認できる．また，実施手順と関係があ

ると考え，ここで Where の「場所」を対応付けてある． 

 
図 3．「中止手順の実施」の AC(一部) 

AC では，手順を命令形で簡潔に示し，実施したことを

確認するため，各手順にチェックボックスを付けてある． 

 
図 4．「緊急点検報告書作成本部報告」の帳票(一部) 
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帳票では，取得すべき情報をあらかじめまとめておき，

災害時にその情報を記入するための空欄を設けてある． 
以上より，X 病院の薬剤部では，実施業務確認表を 1 文

書，作業手順書を 7 文書，AC を 1 文書，帳票を 7 文書作

成した．災害時には，表 2 の実施業務確認表でどの業務を

いつ実施すべきか判断し，図 2～4 の作業手順書，AC，帳

票で詳細な手順を確認することで，業務を実施できる． 

4. BCP の策定方法の検討 
4.1. 災害時に業務を実施するための要件の検討 

本節では，災害時業務において 4W1H に相当するものが

何か整理する．ここではまず，X 病院の薬剤部で策定した

BCP の内容を 4W1H に分類する．この BCP は，災害時に

業務を実施するためには何を規定し，文書化しておく必要

があるかを検討した結果である．それらを整理することで，

災害時に業務を実施するためにどのような観点で議論し

たかを，明らかにできる．結果を表 3 に示す． 

表 3．4W1H による分類結果(一部) 

 
つぎに，表 3 の分類を基に，どのような観点で内容を検

討したか整理することで，災害時に業務を実施するための

要件を導出する． 
What には，薬剤部で災害時に実施すべき業務が記載され

ており，これらの業務は新規・中止・継続の観点で検討す

ることで，抜け漏れなく導出されている．したがって，「新

規業務」「中止業務」「継続業務」の観点で，災害時の業務

名を検討すればよいことがわかる． 
When では，災害時にいつ業務を実施するか検討する．

しかし，「いつ」だけでは抽象的であるため，検討は難し

い．これに対し，表 3 より，発災直後や超急性期のような

「実施時期」，最優先で継続などの「優先順位」，救護所の

設置などの「実施条件」の 3 項目があると考えられる． 
災害時の Where については，「大量の支援物資を保管す

る場所が必要だが，その場所をどのように確保すべきか」

などが問題になっている．この問題は，薬剤部だけでは解

決せず，病院全体で議論することが必要である．このよう

に，種々の業務について Where を検討したが，特に詳細化

する必要はないことがわかった． 
Who では，業務を誰が実施するか検討する．表 3 より，

薬剤部で作成した文書には，医師や現場で最上位職の薬剤

師といった粒度で記載されている．これらは，医療行為は

人命に関わるため，資格の有無により実施できる業務が制

限される場合がある．その上で，業務に対する習熟の度合

いにより，業務の実施者を定めることができる．以上より，

「資格」と「経験」の 2 項目が考えられる． 

How では，具体的に業務をどのように実施するかを検討

する．しかし When と同様に，「どのように」だけでは検討

が難しい．そこで，表 3 より，患者の負傷状況を調査する

などの「取得すべき情報」，緊急時には同じ薬剤師が監視

してもよいといった「作業基準」，手書き処方箋を基に処

方をするなどの「作業手順」の 3 項目があると考えられる． 
 したがって，本研究では以下の 12 項目を，災害時に業

務を実施するための要件として導出した． 
 What：「新規業務」「中止業務」「継続業務」 
 When：「実施時期」「優先順位」「実施条件」 
 Where：「場所」 
 Who：「資格」「経験」 
 How：「取得すべき情報」「作業基準」「作業手順」 

4.2. BCP の策定方法の提案 
今までの検討結果をまとめることで，BCP の策定方法を

提案する．以下に示す． 

 

5. 検証 
5.1. 文書の記載内容の有用性の確認 

本研究で検討した文書の記載内容の有用性をみるため

に，過去に X 病院で作成された作業手順書を基に演習を実

施し，作業手順書の問題点を明らかにした．そして，本研

究の記載内容であれば，その問題点を解決できるかを考察

した．演習の概要を以下に示す． 

 
演習の結果，業務の実施に想定よりも長い時間がかかる

ことがわかった．これについて，演習後に実施したアンケ

ートとインタビューより，「通常時の業務との違いが明確

でない」や「文字が多くてポイントがわかりづらい」とい

った問題点が挙げられた． 
これに対し，本研究の作業手順書では，災害時にのみ実

施する業務内容が明確になっている．さらに，災害時に業
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中止手順
の実施

発災直後
最優先で
実施

- -

Step1．災害時業務一覧の作成(What の検討) 
表 1 の業務分類ごとに，部署における What「新規業

務」「中止業務」「継続業務」を導出する． 
Step2．各業務と作成すべき文書の対応付け 
図 1 を用いて，導出した業務と文書の書式を対応付

けることで，業務ごとに作成すべき文書を検討する． 
Step3．対応する文書の作成 
Step3-1．実施業務確認表の作成(When，Who の検討) 
 業務ごとに，When「実施時期」「優先順位」「実施条

件」と Who「資格」「経験」を検討し，表 2 を作成する． 
Step3-2．作業手順書，帳票，AC の作成(Where，How
の検討) 
 業務ごとに，Where「場所」を検討してから，How
「取得すべき情報」「作業基準」「作業手順」を検討す

る．その結果を，図 2 の作業手順書，図 3 の AC，図 4
の帳票にまとめる． 

演習名：入院患者への調剤業務演習 
演習対象者：経験年数 3 年以下の調剤師 8 名 
演習目的：手順の妥当性確認 
演習内容：災害時の状況を想定し，作業手順書を見な

がら業務を実施 



 

 

務を実施するための要件として「作業基準」が挙がってお

り，それが作業手順書に記載されている．これにより，作

業手順と作業基準を分けて簡潔に示せている．以上より，

本研究の記載内容により，問題点を解決できるため，有用

だと考えられる． 
5.2. 提案方法で策定した BCP の有用性の確認 
 BCP の有用性を検証するには，実際の災害時に BCP を

活用する必要があるため，困難である．そこで，従来研究

で調査した既存の BCP[4]と，提案方法を用いて策定した

BCP を比較することで，提案方法が有用であることを示す． 
比較する際の観点として，災害時に業務を実施するため

の要件を用いた．この要件を満たせば災害時に業務を実施

できるため，よい BCP だと判断できる．ただし，提案方法

は要件をふまえた内容になっている．したがって，要件を

満たせるのは当たり前であるため，満たした上でどのよう

なよい点があるかを考察した．その結果を表 4 に示す． 

表 4．災害時に業務を実施するための要件による比較結果 

 
表 4 より，「中止業務」は，「発災直後に実施するため，

まとめて記載されている提案方法の方がよい」のように，

従来方法よりもよい点を導出できた．同様に，「優先順位」

「実施条件」「資格」「作業基準」「作業手順」の観点でも，

従来方法で策定された BCP より優れた点があり，提案方法

で策定した BCP の方が有用だと考えられる． 

6. 考察 
6.1. 本研究の意義 

従来では，病院における BCP の策定方法は明らかでなか

った．そのため，どの業務を対象にどのような文書を作成

すればよいかわからず，医療従事者は試行錯誤的に BCP を

策定していた．そこで本研究では，部署における災害時業

務の導出方法(表 1)を提案した．これにより，どのような書

式の文書を作成すればよいか，医療従事者が判断できるよ

うになる．さらに，作成する文書を決定するためのツール

(図 1)と，文書の書式を実施業務確認表(表 2)，作業手順書(図
2)，アクションカード(図 3)，帳票(図 4)の 4 種類に整理し，

それぞれの記載内容を明確にした．これにより，医療従事

者が文書を作成できるようになった． 
 さらに，本研究では，病院の特徴を考慮した BCP を策定

している．たとえば，災害発生に伴い医療のニーズが増加

するという特徴に対して，「新規業務」を検討している．

また，外部からの応援要員が対処する場合があるという特

徴に対しては，「資格」を検討することで，法律上業務を

実施できる人が誰かを明確にしている． 

6.2. 災害時に業務を実施するための要件について 
本研究で導出した災害時に業務を実施するための要件

により，災害時業務を検討する際のポイントを明確にでき

た．たとえば，「いつ」だけでは抽象的であるのに対し，「実

施時期」「優先順位」「実施条件」をそれぞれ検討すること

で，業務をいつ実施すればよいかわかるようになる． 
さらに，この要件によって，対策の方向性も考えやすく

なった．たとえば，Who を検討することで，教育対象者や

教育内容，作成すべき文書を定められる．例として，「中

止手順の実施」では，資格は必要ないが，通常時に使用し

ている機械を停止するため，院内の薬剤師が対象になって

いる．この業務を誰でも実施できるようにしたい場合には，

機械の操作方法を教育することや，実施手順を文書化すれ

ばよい．一方で，「入院患者への調剤業務」などは，保険

薬剤師の資格が必要になるため，資格が無い人は法律上こ

の業務を実施できない．したがって，院内の薬剤師を対象

とした教育の実施や，文書の作成でよいと判断できる． 
また，従来では，何をもってよい BCP であると判断すれ

ばよいかわからなかった．これに対し，災害時に業務を実

施するための要件を評価基準とすることで，よい BCP かど

うか評価できるようになった．この研究を BCP の基礎研究

として，今後さらなる発展が期待される． 

7. 結論と今後の課題 
本研究では，病院の部署を対象とした BCP の策定方法と

作成すべき文書の記載内容，災害時に業務を実施するため

の要件を提案した．これにより，医療従事者が災害時に業

務を実施できる BCP を，策定できるようになる． 
今後の課題として，病院全体での検討や地域とどのよう

に連携するか考える必要がある． 
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比較結果

新規業務 どちらも検討されている．

中止業務
既存のBCPでは検討されていない．中止
業務は発災直後に実施するため，まとめて
記載されている提案方法の方がよい．

継続業務 どちらも検討されている．
実施時期 どちらも検討されている．

優先順位
提案方法では実施時期ごとに4段階で決
めているため，実施時期により優先順位が
異なる場合に対応できる．

実施条件
既存のBCPでは検討されていない．提案
方法では，業務の実施可否を判断できる．

Where 場所 どちらも検討されている．

資格
既存のBCPでは検討が不十分である．提
案方法では，法律上業務を実施できる人
が誰か明確にしてある．

経験 どちらも検討されている．
取得すべき情報 どちらも検討されている．

作業基準

既存のBCPでは検討されていない．業務
によっては災害時特有のルールだけわか
ればよいため，それらを作業基準としてま
とめた提案方法の方がよい．

作業手順

既存のBCPでは活動内容の記載に留ま
り，詳細な手順は検討されていない．提案
方法ではフローチャートを含め，詳細な手
順が分かりやすくなっている．

How

災害時に業務を
実施するための要件

What

When

Who
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